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労災保険の特別加入を任意で脱退する場合の取り扱いが変わりました。

脱退の日付は届出を行った翌日以降の日となり、その日まで保険料がかかります。（退職、死亡等の自動消滅事項があった場合は遡っての脱退が可能）
例）6月30日に脱退を決め、7月1日に手続きを行った場合

最短の脱退日は7月2日です。6月30日まで遡っての脱退はできません。保険料は6月分までではなく、7月分までかかります。（保険料は暦月単位でかかるため）
届出には事業主の印鑑も必要です。特別加入を任意で脱退することを決めた場合は、早急にご連絡いただきますよう宜しくお願い致します。
昨年、職場における熱中症で、33名の労働者が死亡しており、（平成22年9月1日）前年度と比較して増加しています。熱中症を予防するため、会社でも対策をしていきましょう。
熱中症と疑われる症状が現れていても、認識不足から症状が悪化して初めて病院へ搬送する例が多く認められます。予め労働者に対して、熱中症の症状を周知させ、症状が認められた場合には、休憩をとらせ、症状が改善しない場合は病院に連れて行く、などの措置をとれるようにしておきましょう。

熱中症の症状には、以下のようなものがあげられます。
①めまい・立ちくらみ
②筋肉痛・筋肉の硬直（こむら返り）
③大量の発汗
④頭痛・気分の不快・吐き気・嘔吐

⑤意識障害・痙攣・手足の運動障害
熱中症の発症に気付くのが遅れ、症状が悪化していた、ということのないよう、作業場所の巡視等を頻繁に行い、作業場所及び労働者の状態を把握・確認しておくことが大切です。
日除けや風通しを良くするための設備を設置する、涼しい場所で休憩を頻繁にとらせる等、作業場所及び労働者の健康状態を考慮することが大切です。
節電のためのエアコン不使用も、過度にならないようご注意ください。
熱中症になる人は水分を補給しているものの、塩分を補給していないことが多いようです。予防のため、水分だけでなく塩分の補給も行うよう注意しましょう。
事業主は、一定期間内に相当数の離職者が発生する等、離職に対して以下のようなハローワークへの届出や、支援書の作成義務が生じます。
1.再就職援助計画

(1)どのような場合

経済的事情による事業規模の縮小等に伴い、１か月以内に30人以上の労働者が離職を余儀なくされることが見込まれる場合。

(2)提出時期

最初の離職者が生じる１ヶ月前までに作成し、ハローワークから認定を受ける。
2.大量雇用変動届

(1)どのような場合
離職理由に関わらず、1ヶ月以内に30人以上の離職者が発生する場合。
(2)提出時期

最後の離職者が生じる１ヶ月前までに作成し、ハローワークに届出をする。
3.求職活動支援書
(1)どのような場合

　　45歳以上65歳未満の解雇等により離職する者が、交付を希望する場合。
(2)作成時期

在職中なるべく早い時期（離職後労働者からの申し出があった場合は申し出があってからなるべく早く）に作成し本人に交付する。（ハローワークへの届出は任意）

4.多数離職届

(1)どのような場合

45歳以上65歳未満の労働者を定年、解雇等により1ヶ月以内に5人以上離職させる場合。
(2)提出時期

最後の離職者が生じる日の1ヶ月前までにハローワークに届出をする。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；会社のお金を横領した社員がいます。解雇予告手当を支払わず、即日解雇するにはどのようにすればよいですか？
Ａ；労働基準監督署長に解雇予告除外認定申請を提出し、認定を受ける必要があります。
認定がない場合、即時解雇するには社員の行為が就業規則の懲戒事由に該当しても、30日分の平均賃金を解雇予告手当として支払わなければいけません。
認定申請に必要なものは以下の通りです。労働基準監督署長がこれらを元に総合的に判断をします。（就業規則の懲戒事由であるか否かを問いません）
(1)解雇予告除外認定申請書

(2)会社の概要、解雇したい従業員の就労場所、本人の氏名、生年月日、住所等を記載したもの

(3)客観的に解雇事由の事実がわかるもの

(4)始末書（自認書）

必須ではないですが、事実認定に役立ちます。

解雇予告除外認定をされる事由の主なものは以下の通りですが、申請を行っても解雇事由の内容や程度によっては、認定されない場合もあります。
(1)極めて軽微なものを除き※、事業場内における盗み、横領、傷害等の刑法犯に該当する行為のあった場合。
　※軽微なものであっても、継続的なものや会社の名誉、信頼を失墜させるものである場合は該当する場合もあります。
(2)職場の風紀、規律を乱し、他の従業員に悪影響を及ぼす場合

(3)雇入れの際の採用条件となるような経歴や、不採用となる事実を詐称した場合

(4)他の事業場へ転職した場合

(5)原則として２週間以上正当な理由なく無断欠勤し、出勤の督促に応じない場合

(6)出勤常ならず、何回注意をうけても改めない場合。
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